
 

  公益社団法人京都府介護支援専門員会 

教育・研究委員会 

  

令和 5 年 9 月 11 日開催の企画研修『制度を使いこなせるケアマネジメント～地域共生社

会における介護支援専門員の役割～』で行いましたＷｅｂアンケートにてご質問をいただ

きましたので回答いたします。 

＊質問部分については一部抜粋して掲載しております。 

 

 

Ｑ1.  

経歴として、介護支援専門員と障害相談支援専門員、共に計画作成を行ってきました。現在

は地域包括にて主任介護支援専門員として活動しています。その中で、移行時期の方への説

明に対しては、いつも考えさせられます。また、現在は、地域包括支援センターという立ち

位置から、介護保険への移行前に相談を受け、差額保証制度についても、相談支援員が知ら

ず提案と一緒に検討相談した経緯もあります。結果、保険者に確認したら、差額に関しては、

おおよそ一年後の入金ということや、サービス時間が足らないためと相談員から言われた

ため、一緒に整理し、相談を受けていくと、加算が取れることに気が付いてもらうことがで

きました。（時間が足らないので介護保険に移行したいとの相談でした。）現在、介護支援専

門員も決めていますが、介護保険は申請せず、障害福祉のみで対応しています。そこで先生

にお尋ねしたいのですが、研修の時に市町が 65 歳達成した方に介護保険の申請を受けるよ

うに話されるとのことだったように理解しましたが、先ほどの事例の場合、私は、まず、障

害福祉でもう少し調整しましょう。一緒に検討しましょう。と話して障害福祉で調整ができ

ています。（介護保険であれば要介護 5 は出る方で一人暮らしです）今は相談支援員のサポ

ートに入っていますが、必ず、65 歳となり現行のサービスで難しい場合は、介護保険申請

しないといけないのでしょうか。また、介護保険を申請したことにより、障害福祉に戻るこ

とができるのでしょうか。（私はできないと認識しています）お教えください。 

 

Ａ1.（講師回答） 

自治体ごとに異なります。自治体によっては、「とにかく介護保険申請をしてくれ」という

ところもあります。「戻る」という表現は難しいですが、介護保険を「使い切れば（それで

も足りない場合は）」、障害福祉を使うことは可能という整理です。 

 

 

Ｑ2.  

介護保険サービスの有料化に合わせて、ケアマネジャーの報酬も以前からいわれていまし

たが、どの程度の自己負担を国は考えておられるのでしょうか。そうなれば、ケアマネジャ

ーの居宅事業所選択基準も用意されるのでしょうか。 

 

Ａ2.（講師回答） 

不明です。 



   

 

Ｑ3.  

障害の相談事業所は、ホームページなどで該当する地域で検索すればよいのでしょうか。 

 

Ａ3.（講師回答） 

はい、地区ごとに大まかに受け持ちがあります。 

 

 

 

Ｑ4.  

地域共生社会構築の理解を進める、深めるにはどのようなことを意識したり、吸収したりす

ることを心掛ければよかったでしょうか。 

 

Ａ4.（講師回答） 

分野を超えた事例、多職種との積極的な交流を心がけてくださいませ。 

 

 

 

Ｑ5.  

講義の中でも質問させていただきましたが、やはり情勢的には共生型社会の支援の要とし

てケアマネジャーが担当せざるを得ないし、実務に携わっている私にとってはむしろスキ

ルの幅が広がると思っていますが、国の大きな流れとしてはどうなのか、ご教示頂ければ幸

いです。 

 

Ａ5.（講師回答） 

「重層的支援体制整備事業」というかたちで「専門職の垣根を超えて、（非専門職を含めた）

地域で」というのが大きな流れです。 

 

 

 

Ｑ6.  

介護保険のヘルパーの上乗せについてですが、要介護 5、障害 2 級体幹不自由の方で介護保

険限度額オーバーの方に上乗せできればと思い支援課に相談したところ二肢不自由がない

と重度が取れないのできないと言われました。年金も少なく家族様も就労しないと生活で

きない中何とか自宅で看てあげたいと思われているのですが移送費、医療費以外の補助で

何か手だてがあるのか教えていただきたいです。また講義の中で行政より障害支援事業所

に聞いた方がいいと伺ったのでそのような内容の相談をしてもかまわないのでしょうか。 

 



   

 

Ａ6.（講師回答） 

「重度が取れない」というのは自治体独自の基準でして、それが本人の生活を著しく困難に

しているのでしたら、不服申立て等（訴訟も含みます）もありえます。「介護保障を考える

弁護士と障害者の会全国ネット」に相談することもできます（全国のノウハウが集まってい

るので、各自治体の事情にも詳しいかと思います）。 

 

 

 

Ｑ7.  

65 歳未満の特定疾病にあてはまらない難病患者で身体障害者手帳も取得されていない方

の、補装具に関する相談や、住環境整備の相談で、京都府の難病支援センター、管轄の保健

所、行政の障害福祉担当課へ相談と 3 箇所へ相談を持ちかけたことがありました。かかり

つけの医療機関も制度利用は詳しくありません。何処へ相談すれば一番スムーズでしょう

か。 

 

Ａ7.（講師回答） 

お近くの相談支援事業所が良いかと思います。 

 

 

 

Ｑ8.  

制度で受けとめきれないニーズをどうするか。大きな課題だと思います。現場の声をどんど

ん挙げていけば、法律を変えられるところまで届くでしょうか。どこに挙げていけば良いの

でしょうか。 

 

Ａ8.（講師回答） 

法律を変えるのは難しいですが、自治体の運用は交渉・訴訟等で変えることは可能です。 

 

 

 

Ｑ9.  

高額障害福祉サービス等給付費の期限はありますか。 

 

Ａ9.（講師回答） 

担当の自治体にお問い合わせくださいませ。 

 

 



   

 

Ｑ10.  

今回の研修では、障害が認定されている（障害者手帳をもっている）方が対象であったよう

に思うのですが、実際現場では、担当させていただいている高齢者のご子息で引きこもりの

方がいらっしゃる事例があります。高齢者の方のご子息なので若い方でも 30 代後半から 50

代の方が多いのですが、この年齢になると知的障害や発達障害の診断を付けることが難し

いと精神科の医師に言われ、障害者手帳の申請もできず、障害者のサービスにつなげること

ができない案件となり、担当をしている高齢者の生活も含め立て直すのに困難を生じてい

ます。金銭面では生活保護を申請すれば何とかなるとは思うのですが、自室はゴミ屋敷とな

っていたり、親である高齢者がなくなった後の生活の立て直しは 65 歳を待たないとできな

い状態であると思います。今後このような方が増加するのではと思うのですが、介護保険も

障害者サービスも利用できないハザマの人に関してのアプローチについてご助言を頂けま

すと助かります。 

 

Ａ10.（講師回答） 

療育手帳・精神保健福祉手帳の有無は障害者総合支援法の利用要件ではありません（身体は

利用要件になっています）ので、諦めずに利用申請を出してください。 

 

 

 

Ｑ11.  

介護業界の DX、ケアマネ業務の ICT 化に興味があります。連絡先を教えていただきたい

です。 

 

Ａ11.（講師回答） 

株式会社 MOVED に相談をお願いします。会社経由で私もお手伝いできます。

https://www.moved.co.jp/hatatore/lp/ 

support@moved.co.jp 
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